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本書は，「環境経営イノベーションシリー
ズ」の第 7巻である．著者が長年研究調査を
積み重ねてきた中小企業の環境経営の推進や
支援のあり方に関する力作である．特に経営
学の分析の枠組みを環境経営分野に応用する
ことによって，環境経営の定義やその戦略的
な推進方法および支援のあり方について体系
的に提示できた点は特徴的である．また提示
された分析の枠組みのもとで，統計解析やシ
ミュレーション解析を駆使し，中小企業に対
する綿密なアンケート調査やヒアリング調査
の結果を実証的に分析した結果，特性の異な
る中小企業における環境経営の導入戦略や支
援策のあり方について，実務的な知見を示し
た．日本では，環境経営に関して，実施手法
を紹介する書籍は多くみられているが，本書
のような体系的な整理および中小企業への実
証的な展開は存在しておらず待望の一冊と言
っても過言ではない．特に本書は，中小企業
の環境イノベーションについて環境経営学の
視点から重要な知見を提供しており，環境経
営を専門的に研究する方や企業の経営者，政
策立案者にとって大変興味深い内容となるだ
けではなく，これから環境経営学を学習する
人にも体系的な知見を提供していると考え
る．
近年大企業では環境経営への積極的な取組
が見られている一方，経営資源に制約がある
中小企業では環境経営が十分浸透していない
ことが指摘されている．世界の企業総数の
99%以上を占める中小企業の割合を考える
と，地球環境問題の解決に向けた中小企業に
よる環境経営の普及加速は急務となってい
る．本書における著者の関心は，そもそも環
境経営とは何か，環境経営は中小企業にどの
ようなイノベーションをもたらすのか，中小

企業による環境経営の推進条件および中小企
業の環境経営の普及条件は何か，環境経営と
いうイノベーションを導入する中小企業への
支援のあり方は何か，というところにあった．
中小企業の環境経営の支援策については，特
に情報利用や環境コミュニケーションに焦点
をあてて検討された．
第 1章から第 3章までは，環境経営とは何
かについて解説されている．第 1章では，環
境経営は社会の環境問題解決に対する企業経
営からのアプローチであるという視点から，
環境経営と環境経営イノベーションの定義を
提示した．環境経営はミクロレベルの環境マ
ネジメントのうち企業が取り組むものである
と述べ，「環境理念を組織の中心に位置づけ，
企業活動のあらゆるプロセスに環境配慮の視
点を組み込み，環境性と経済性の向上を目指
すこと」とその定義を示した．そのうえで，
環境経営イノベーションの定義を，環境経営
の新たな導入で企業経営に新しいスタイルを
もたらすことであるとし，「企業経営の新し
い概念・スタイル」「新製品の開発，新生産
の方法，新市場の開拓，新原材料の開発」「社
会の変革」という 3つの意味を含むとした．
第 1章以降の議論は，ここでの環境経営と環
境経営イノベーションの定義のもとで学問的
および実証的に展開されている．
第 2章では，環境経営イノベーションとは
どのような企業経営であるのかという視点か
ら，経営学の基本的なフレームワークを活用
し，環境経営活動を経営活動プロセス・ビジ
ネス・社会貢献と 3次元化し，自主的な活動
とコンプライアンス活動という二つの軸と合
わせて環境活動の領域を提示した．そのうえ
で，環境活動の決定要因として，経営者の意
思などを提示し，環境経営における経営者の
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役割について，経営理念や環境経営戦略の意
思決定などから説明した．さらに，環境経営
を方向づける戦略として，無差別型・防衛型・
積極型・革新型というフレームワークを提示
し，環境性と経済性を同時に向上させる機会
には，環境コスト，環境リスク，環境ビジネ
ス，環境ブランドの 4領域があると主張した．
環境経営における多様なニーズを踏まえて，
ステークホルダーとの関わりをマネジメント
することの必要性を説明した．本章において，
経営学領域の様々な分析フレームワークを応
用して環境経営が内包する多様な要素をシス
テム化し，これらが体系的に整理されること
によって環境経営の全体像に関する俯瞰的な
知見が提示されている点が非常に評価でき
る．また，革新型戦略には共有価値の創造
（CSV）が含まれていることを新たに強調し
た点も興味深いと考える．
第 3章では，環境経営の組織マネジメント
としての役割に焦点をあて，組織マネジメン
トで活用されている環境経営の主要手法とし
て，環境マネジメントシステムや環境会計，
環境影響評価や環境指標，戦略策定のための
AUDIO分析などが解説されている．これら
の手法の活用意義について，企業の環境性と
経済性を向上させる 4つの機会から説明され
ている．本章では，環境経営の重要な手法や
最新の概念の紹介に留まらず，環境性と経済
性を向上させる機会に関する分析フレームを
もとに環境経営の手法の意義を論じた点が興
味深いと考える．
第 4章では，1997 年から 2013 年までの日
経環境経営度調査を用いた分析により，大企
業の環境配慮要求がサプライチェーンを通じ
て中小企業へと波及した背景を明らかにして
いる．ここでの分析は，戦略・組織体制・組
織メンバーへの浸透・実践手法採用における
環境経営イノベーションの視点から，大企業
の環境経営の変遷を整理し，製造業の環境経
営イノベーションの特色を抽出することによ
り行われている．製造業中小企業に環境配慮
が求められる要因について，「ISO14001 認証
取得大企業からの波及」，「欧州の環境規制の
強化」，「企業評価における環境情報の開示要

求」の 3点を指摘している．本章において，
各年度の日経環境経営度調査から各時期にお
ける大企業の環境経営イノベーションを抽出
することで，大企業の環境経営イノベーショ
ンの変遷を読み取るという分析切り口は特色
があると考える．
第 5章は，日本の中小企業の環境経営に関
して，既存の実態調査の動向および国際学術
誌による海外の研究動向を分析し，当該研究
分野での本書の位置づけが示されている．さ
らに中小企業の環境経営イノベーションの分
析課題を「環境活動の実態」「環境経営要因・
戦略・経済性」「環境ビジネス・イノベーシ
ョン」「環境経営支援」に分解し，第 6章か
ら第 9章まででそれぞれの分析課題に関する
著者の実証研究が展開されている．
中小企業の「環境活動の実態」に関する分
析について，第 6章ではアンケート調査とヒ
アリング調査をもとに，2000 年代初期にお
ける取引先大企業の環境配慮要求が製造業中
小企業に環境経営イノベーションを起こさせ
たことを実証し，情報と知識支援について，
中小企業が求める支援と実際に利用した支援
とが乖離していることを指摘した．アンケー
ト調査は，訪問面接調査により実施され，一
般的な郵送法調査と比べて回答者の理解の相
違による誤差が低減され，説明力が高い調査
結果であると考えられる．さらに，アンケー
トの総合環境評価の高い S社に注目し，大企
業の環境配慮要求のもとでの ISO14001 認証
取得が S社の環境経営イノベーションの契機
となって，組織能力に加え環境性と経済性の
向上にも繋がったプロセスを紹介した．この
事例分析に関して，環境経営を方向づける戦
略フレームワーク，環境性・経済性向上の機
会のフレームワークを用いた分析視点が特に
興味深いと考える．
第 7章は，情報支援と環境性向上の条件に
関する分析である．第 6章と同様なアンケー
ト調査をもとに，情報利用の実態や中小企業
が求める情報支援，経営者意識や不足してい
る経営資源を分析した結果，大半の経営者が
環境経営にプラスの認識を持っている一方，
情報的経営資源の不足に直面している実態を
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明確にした．さらに，構造方程式モデリング
を用いて，企業の内部要因（規模・事業形態・
競争力等）や外部要因（環境配慮要求や市場
環境），環境情報経営資源の獲得（EMS認証
取得，情報支援利用）と経営者の環境意識，
経済性と環境性との影響構造を明確にするこ
とによって，中小企業の環境性を向上させる
ためには，情報的経営資源獲得というイノベ
ーションが原動力となることを指摘した．
第 8章では，中小企業に環境経営を普及さ
せるための支援策を検討した．多様なステー
クホルダーに対するヒアリング調査をもと
に，「環境コミュニケーションの場」（ステー
クホルダーによる中小企業の環境経営支援の
ための各種機会）の提供という情報支援を紹
介し，各種支援の効果をエージェントベース
モデリング（ABM）によるシミュレーショ
ン解析で評価した．中小企業の類型に応じた
支援策の必要性や，中小企業が抱える環境経
営の課題とその他の課題とをリンクさせた支
援の重要性を指摘した．特に ABMを用いる
ことで，複数の市場取引，消費者・大企業・
中小企業という異なる意思決定主体，多様な
意思決定，学習などをモデル化でき，経営学，
経済学や社会心理学の知見に基づいて研究を
展開した点はオリジナリティが高く非常に評
価できる．
第 9章では，環境ビジネス支援に焦点を当
て，同一支援制度の認定中小企業への質的調
査から，外部との関わりによる自社の環境ビ
ジネスの展開は，環境ビジネス・イノベーシ
ョンを志向する中小企業の特徴の一つである
ことや，環境ビジネス成功の条件として，環
境管理を基幹事業と位置付けることが重要で
あること，情報支援制度の効果として，経営
課題の解決へのサポートになったこと，他機
関との連携の仕組みの構築の必要性などが論
じられている．第 10 章では，中小企業の環
境経営の既存研究に対して，本書の特色や分

析結果による新たな知見や限界について，総
括されている．
一読して，本書全体の学問的整理や実証研
究の整合性，一貫性の高さ，新奇な視点と多
彩な分析手法に驚くことばかりであった．一
方で，強いて言えば評者としては次のような
視点が組み込まれればと期待している．
第 1に，本書は，主に経営学の基本フレー
ムワークをもとに検討されており，環境経営
イノベーションシリーズが目指している環境
経済と環境経営の融合という目的を考える
と，環境経済学の知見をもう少し踏まえるこ
とが期待される．
第 2に，環境経営とは何かということに関
する学問的検討では，実質的に大企業を研究
対象とする経営学の分析フレームや知見が主
に応用されている．本書は中小企業の環境経
営を検討領域としていることを考えると，中
小企業に特化した学問分野の分析枠組みの応
用も期待される．
第 3に，第 5章では，中小企業の環境経営
の研究動向の分析は，主に国際学術誌で掲載
されている欧米の既存研究を中心に紹介され
ているが，本書は日本の中小企業に関する調
査研究であるため，日本の中小企業を対象と
した学術研究の動向も踏まえる必要があると
考える．また，同章で，日経環境経営度調査
を用いて，大企業の環境経営の変遷を概観し
た点，非常に興味深かったがゆえに，大企業
の環境経営イノベーションの導入プロセスの
背後に存在する中小企業の環境経営の変遷に
関する説明も望まれるところである．
以上のような，さらなる視点からの分析が
望まれるとしても，本書の学術的意義を損な
うものではない．現在，環境経営学という学
問領域が十分には確立されていないと考えら
れる中，本書は環境経営学を学問として確立
させるための重要な布石となる知見を提供し
ており，貴重な一冊であると考える．


